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日本的サプライチェーン・マネジメントとERP/SCPによる情報システム革新

マネジメントシステムクラスター　主任研究員　久道　　雅基
ERP（BPR）クラスター　上席主任研究員　多部田　浩一

１．日本的サプライチェーンと情報革命の現状

金融システムの動揺、長期化する不況など、

企業を取り巻く環境は極めて厳しい状況にあ

る。わが国の産業や企業がこうした試練を乗

り越えて、新たなフロンティアを開拓するに

は、日本企業の国際競争力を支えていた旧来

の系列関係や他律的な市場の拡大に追随して

きた横並び主義的あるいは護送船団式マネジ

メントからの脱皮が不可欠な状況にある。

こうした系列≒サプライチェーンの革新と

自律的マネジメントへの脱却には、官主導に

よる法制面の整備のみならず民間側での自助

努力が一層必要となってきている。

Peter F. Druckerは最近の日本経済新聞

とのインタビューの中で、「日本の経済危機

は、最も特徴的な経済システムである“ケイ

レツ（系列）”を消滅させるだろう。系列は

互助組織であり、各企業が相互に株式を持ち

合うことで、外部からの敵対的な買収に対抗

し、日本企業の終身雇用制度を保証してきた。

だが、系列の中核であった銀行が保有株を売

り始め、各企業も株式の持ち合いを放棄して

いる。日本の企業風土は大きく変わる」と述

べている。さらに彼は「情報革命の次のステ

ップは、技術や機器、ソフトウェア、スピー

ドの問題ではなく、コンセプト（概念）の問

題だ。これまでは情報の収集、貯蔵、伝達、

分析、表現方法などが中心だったが、これか

らは情報の意味や目的、狙いを考えることが

重要になる。コンセプトを中心とした情報革

命によって企業経営者の仕事は革命的に変わ

る。経営者は情報を武器に企業がなすべきこ

とを明確にするのだ。経営者が求めているの

は、より多くの情報やより早い情報ではなく

て、企業にとって価値のある情報だ。（中略）

経済のグローバル化、市場や消費者の急速な

変化で、経営者は企業内部の情報だけでなく、

外部情報を得る必要がある。今後10年から15

年の間に、外部情報を収集、分析して経営戦

略に組み込んでいく方法を提供することが情

報革命のフロンティアになるだろう」と指摘

している。

こうした指摘は、国内における最近のサプ

ライチェーン・マネジメント(以下、SCM)

への取り組みや、最新の基幹情報システムで

あるERP（企業資源計画）パッケージの開発

動向とも一致しており、Druckerの予言は

足元から現実化しつつある。

実際に企業間の「サプライチェーン統合」

と「経営情報革新」の流れは、既に着実に企

業に広まりつつある。

(1) 系列とサプライチェーンの違い

企業が持っている計画、資源調達、製造、

販売というビジネスプロセスを、連携する複

数の企業が一体となり、あたかもひとつの仮

想企業として製品やサービスの提供を行う。

この仮想企業は自社の供給業者に対する原材
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料・部品・製品の供給業者、また、自社の顧

客の顧客という形で、川上の最上流から川下

の最後（最終ユーザー）まで途切れることな

い企業の連鎖が形成されることになる。この

ような企業連鎖を形成することによって自社

にとっても、協力会社（パートナー）にとっ

ても、そして顧客にとっても相互にメリット

が生まれるのである。この企業連鎖の活動全

体の最適化を目指すことが本来の意味での

SCMである。したがい、わが国でいう系列

が資本や取引関係あるいは人的関係を基盤に

ややもすれば対等でない支配従属関係で構成

されたものと異なる概念である。

SCMの概念では、サプライチェーンを構

成する要素は、対等なパートナーでもあり、

また競争者でもある。こうした構成要素間に

ある緊張関係を基に顧客への提供価値の最大

化を図るという点で自律的な構成要素による

自由市場経済主義を原点としている。

(2) サプライチェーン統合の動向

最近の日本企業の動きをみると、金融業界

におけるビッグバン以降の合併・提携のみな

らず、数年前からの化学産業における企業間

での事業相互譲渡、大手総合商社２社による

鉄鋼事業の提携など、企業の枠を超えた水平

統合的なアライアンスの模索が連日新聞紙上

を賑わしている。こうしたアライアンスのな

かには、原材料供給企業から最終顧客に至る

連鎖を流れる原材料・製品・サービス、さら

には情報を垂直的に統合しようという試みも

着実に増加しつつある。

(3) サプライチェーン情報統合の幕開け

企業間情報統合の歴史は浅い。82年から解

禁され業界横断で独自に構築されてきた

VAN、94年頃から国内で脚光を浴びた

CALS、さらには93年前後からアメリカで推

進されたECR、QRの流れをくむ電子商取引

等の一連の取り組みは、こうしたサプライチ

ェーンの顧客対企業あるいは企業対企業の情

報統合が一部具現化されたものである。先進

的な産業では、アメリカ的なSCMの概念を

基に企業間取引の実証実験に取り組もうとい

う動きもある。

しかしながら、わが国におけるこれらの各

種活動は個別の団体や企業グループで独自の

最適化を目指しながらディファクト・スタン

ダード化を図っているように見受けられ、必

ずしも全体最適の実現までを視野に入れたも

のではない。本来の意味でのサプライチェー

ン情報統合を実現するためには、従来政府が

行ってきた産業政策とは異なる民間主導の全

体マネジメント・イニシアティブが不可欠と

想定される。

(4) 企業内経営情報革新の必要条件

先進的な大企業では、企業内のサプライチ

ェーン情報を経営情報に反映することが可能

なERPシステムの導入が進んでいる。また、
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企業内サプライチェーンの最適化をシミュレ

ートする道具としてSCP（サプライチェー

ン・プランニング）システムが徐々に企業内

システムと統合されて導入されつつある。

ERPシステムが企業内の整合的情報を経営

に伝達する手段であるとすれば、SCPシステ

ムは企業内の各種サプライチェーンの最適解

を提示するサプライチェーン管理者の業務遂

行支援手段である。

Druckerの言う「情報革命のフロンティ

ア」に到達する企業とは、こうした企業内情

報システムの拡充に加えて、企業間サプライ

チェーン情報統合で得られる情報を取り込む

仕組みをそのパートナーとともに構築し得る

企業だと言える。

２．企業間情報統合の実現段階

自律的なパートナーによる自由市場経済主

義を原点とするサプライチェーン効率化の動

きは、自動車産業やエレクトロニクス産業等

では既に現実のものとなっている。従来の系

列関係を冷徹に見直し、競争力のあるまたは

自社にとってメリットのある企業を系列内外

から選択し協力関係を強化しているのである。

このような動きのなかで、個々の企業は他社

との差異化やコスト競争力を向上するなど自

社の競争力を強化し取引関係の維持・強化を

図っていかなければこの協力関係の枠組みに

残っていくことができないのである。

どのような企業も、こうした新しい概念で

のサプライチェーンの再構築が不可欠な時代

となっている。

(1) サプライチェーンの再構築

サプライチェーンの再構築には４つの段階

がある。

第１段階は「カンパニーワイド・サプライ

チェーン」で、自社のロジスティクスプロセ

スを統合することである。この第１段階です

ら統合できていない企業が多い。

第２段階は、「拡張（エクステンディド）

サプライチェーン」と定義することができる。

これは、取引関係にある原材料供給業者（さ

らにその先の原材料供給業者）から自社、自

社の顧客（さらにその先の最終顧客）に至る

までのロジスティクスプロセスを統合するも

のである。

第３段階は、「グローバルサプライチェー

ン」であり、第２段階をさらに拡大し海外に

展開しているサプライチェーンをグローバル

ワイドに統合したものである。

最後の第４段階は「サプライチェーン・コ

ンソーシアム」である。個別に独立して構築

されたサプライチェーンのなかのパートナー

やリソースを共有した、より大きな（業界全

体にわたった）サプライチェーン・モデルで

ある。最終的に、個別の各サプライチェーン

並びに各企業はこの段階の構築を目指して、

各段階のサプライチェーンをデザインしてい

くべきである。なおこの第４段階は、第２段



－75－

Japan     Research     Review     1998. 12

階からダイレクトに発展する場合もあり得る

（図表１、２）。

(2) ビジョン誘導型サプライチェーン革新

恐慌前夜と言われる現在の経営環境で、

個々の企業が段階を踏んでサプライチェーン

の革新を行う時間的余裕は残されていない。

日本企業全体が効率的に情報革新を行い、新

たなフロンティアで国際競争力を回復するた

めには、サプライチェーンの第２、第３、第

４の各段階でのビジネスモデルを描くととも

に、そのビジョン実現に必要な第１段階の

「カンパニーワイド・サプライチェーン」を

実現することで、より高次の統合段階へ迅速

に到達する必要がある。個別の積み上げで最

適解は得られない。

こうしたビジョン誘導型のサプライチェー

ン革新を実現するためには、日本企業のマイ

ンドが排他的な系列の概念から健全なる競合

パートナーとの協調へと脱皮し、情報統合へ

向けた新しい枠組みを形成して荒波を乗り越

える決意が必要である。効率的なサプライチ

ェーンの実現を阻害する制約条件のひとつは、

こうした企業の閉鎖的なマインドである。

旧来的な意味でのサプライチェーンは、構

築のイニシアティヴをとる企業にとって直接

競合する企業を排除し、垂直的に統合化を進

めることで実現する。一方、新しい意味での

第４段階のサプライチェーン・コンソーシア

ムとは、相互に競合するサプライチェーンが、

ある部分では構成要員であるパートナーやサ

プライチェーンの一部のリソースを共有化す

るビジネスモデルである。

今まで自・他企業の情報を共有し業務を効

要求条件�
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（図表１）プロセス評価モデルとサプライチェーン�
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内部管理用管理会計システム�
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ジャスト・イン・タイム配送�
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プロセス時間評価基準�
プロセスコスト評価基準�

第一段階の�
「カンパニーワイド･�
サプライチェーン」�

（資料）Department of Defence “Framework for Managing Process Improvement” 12/15/94�
（Section 2: Process Managen ent and Improvement; http：//www.dticdlamil/c3i/bprcd/30003s2.html）をベースに加筆修正�
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率化する仕組みを目指して導入されてきた

VAN等が必ずしも機能しなかった主原因は、

情報の共有化により同業種競合企業との競争

力が相対的に低下することをおそれる企業マ

インドである。実際、筆者が数年前にコンサ

ルティングを行った素材専門１次卸の会社で

は、業界のVANが整備されているにもかか

わらず在庫情報の積極的な公開をためらって

おり、結局のところ受注業務は効率化されず

期待通りの効果を上げることができないでい

た。また、ある消費財メーカーの物流子会社

が大手量販店の物流業務を受託しようとした

際に、競合他社がこぞって拒否反応を示した

ことは記憶に新しい。

(3) サプライチェーン・ビジョンの構築

全体最適の視点から制約条件を管理・運用

することを目指すSCMは、上記サプライチ

ェーンの発展段階が進むにしたがって統合管

理の難易度が上昇する。高次のサプライチェ

ーン統合段階へ迅速に到達するためのモデ

ル・ビジョンの構築の手順は、顧客への付加

価値提供の視点での新たなビジネス・モデル

を設定し、次にその付加価値提供への制約条

件を特定して迅速な対策を明示化するととも

に新しい経営システムへの脱皮を図る意思表
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情報システム基盤�

外部報告用�
財務会計システム�

ジャスト・イン・タイム配送�
サプライヤ・パートナーシップ�

プロセス時間評価基準�
プロセスコスト評価基準�

要求条件�
制約条件�

資料�
データ�
原材料�

製商品�
サービス�

�

労力・設備・資金�

�

３．オープンシステム性評価� 経　営� １．有効性評価�

事実標準（De fact standard）�
法定標準（De jure standard）�

合目的性評価基準�
標準適合性評価基準�

内部管理用会計システム�

ロジスティクス･システム�

マーケティング･システム�

顧　客�サプライヤ� プロセス�

４．同期性評価� 資源提供者� ２．効率性評価�

情報システム基盤�

外部報告用�
財務会計システム�

ジャスト・イン・タイム配送�
サプライヤ・パートナーシップ�

プロセス時間評価基準�
プロセスコスト評価基準�

第１段階ではそれぞれ独立した企業が�
「カンパニー･ワイドサプライチェーン」�
を構築する�

経営的制約条件：�
機能・組織間の壁�
業績評価制度　等�

経営的制約条件：�
文化の壁�
企業間の壁�
それぞれの利害　等�

第２段階の「拡張サプライチェー
ン」。この「拡張サプライチェー�
ン」をグローバルに展
開したものが、第３段
階の「グローバル･サプ�
ライチェーン」である。�

第４段階の「サプライチェーン・
コンソーシアム」とは、個別に
独立して構築されたサプライ
チェーンを構成するパートナー
やリソースを共有した、より大
きな（業界全体にわたった）サ
プライチェーン・モデルである。

共有化�

（資料）Department of Defence “Framework for Managing Process Improvement” 12/15/94�
（Section 2: Process Managen ent and Improvement; http：//www.dticdlamil/c3i/bprcd/30003s2.html）をベースに加筆修正�

緊密な統合化� 緊密な統合化�

（図表２）サプライチェーンの発展段階�
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明をするという段階を踏む。

①ビジネスモデルの構築

まず第１に重要なことはサプライチェーン

に参加するパートナーを選定し、協働関係を

構築することである。一般的には、戦略的提

携もしくはM&Aによってこれらのパートナ

ーを獲得していく。逆に考えれば、自企業内

のサプライチェーンを強化し競争力を高めて

おかなければ、他社からの協働の要請に応え

られないばかりではなく全く要請が来なくな

ってしまう危険性が出てくる。

ビジネスモデルおよびサプライチェーン構

築の成功事例を示す（図表３、４）。

②日本マクドナルドの事例

ビジネスモデル構築という点で日本マクド

ナルドのビジネスモデルは最も成功した事例

の一つである。

全世界的な原材料調達の仕組みである「グ

ローバル・パーチェシング」をベースに、一

部の商品ではあるが、従来の半分以下の価格

で市場に提供している。調達コストの削減と

いう点では、原材料の調達価格低減のみなら

ず、その半加工を行っているサプライヤーお

よびデカップリングポイント（DP：中間製

品、半製品や最終製品を製造するサプライチ

ェーン上のポイント）の設定を柔軟に変化さ

せることによって実現している。また、需給

調整という点では、加工工程を担当するサプ

ライヤーは、マクドナルド向けの専用工場を

設け、設備を増強し、さらに、調達ならびに

マーケティング情報等を共有する強固な関係

を構築することによって需要変動を吸収し、

マーケットニーズに応えているのである。例

えば、あるサプライヤーは、キャンペーン時

に工場の稼働率を通常の70%から95%にまで

高め、欠品を防止したという。コンピュータ

メーカーのデルコンピュータも上記と同様、

調達コストの低減と需要変動を吸収するビジ

ネスモデルを部品サプライヤーと構築し成功

を収めている。

③需要変動の理論と対応策

計画生産が必要な消費財ではサプライチェ

ーンの階層が多段階になればなるほど、最上

流の原材料供給業者に近いところでは需要変

動の幅が大きくなってしまう。この現象はブ

ルウィップ（増幅）効果またはフォレスター

効果とよばれている。例えば、最終ユーザー

の需要変動が仮に小さくても、そのユーザー

に接する最初のサプライチェーン・パートナ

ー(A)が販売機会遺失リスク回避のための在

庫政策や発注方式等によって、１段階川上の

サプライヤーであるパートナー(B)に対し、

最終ユーザーの需要変動とは異なるサイクル

と需要量で発注することに起因する。当然、

最終ユーザーの実需要変動を(B)が把握して

いなければ、(A)からの受注をベースに自社

の在庫政策や発注形態等によって、さらに川

上のサプライヤー(C)に発注するのである。

このように、需要変動が各段階で増幅される

ことによって過剰在庫や納期遅延という問題
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在
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世
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図
表
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）
ア
メ
リ
カ
に
お
け
る
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
事
例
�

（
資
料
）
19
98
年
８
月
 日
経
情
報
ス
ト
ラ
テ
ジ
ー
、
19
98
年
８
月
31
日
　日
経
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
、
M
an
u
g
is
ti
cs
社
　製
品
カ
タ
ロ
グ
お
よ
び
 w
w
w
. 
m
an
u
g
is
ti
cs
. 
co
m
, 
i2
T
ec
h
n
o
lo
g
ie
s社
　
製
品
カ
タ

ロ
グ
よ
り
一
部
加
筆
の
う
え
作
成
�
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資
材
、
生
産
、
物
流
、
営
業
な
ど
の
各
部
門
で
販
売
や
在

庫
の
情
報
を
共
有
し
、
最
適
な
需
要
、
生
産
、
資
材
調
達

計
画
な
ど
に
結
び
付
け
る
。
資
材
メ
ー
カ
ー
と
は
、
エ
ク

ス
ト
ラ
ネ
ッ
ト
で
在
庫
情
報
や
発
注
計
画
を
交
換
。
�

生
産
か
ら
卸
ま
で
の
出
荷
期
間
を
、
過
去
10
年
間
で
平
均

10
日
か
ら
４
日
に
短
縮
。
卸
に
「
フ
レ
ッ
シ
ュ
・
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト
運
動
」
を
呼
び
か
け
、
鮮
度
管
理
を
徹
底
さ
せ
た
。

注
文
か
ら
納
品
ま
で
の
期
間
を
14
0日
か
ら
40
日
に
大
幅
に

短
縮
し
、
一
部
の
着
物
単
価
を
約
10
万
円
引
き
下
げ
る
こ

と
が
可
能
に
な
っ
た
。
�

縫
製
メ
ー
カ
ー
、
糸
問
屋
、
染
色
メ
ー
カ
ー
な
ど
と
着
物

の
発
注
状
況
、
売
れ
筋
情
報
、
反
物
の
在
庫
情
報
な
ど
を

共
有
。
顧
客
か
ら
の
注
文
に
対
し
て
短
期
間
に
商
品
を
提
供
。

一
般
の
ア
パ
レ
ル
メ
ー
カ
ー
で
２
～
７
日
か
か
る
返
品
処

理
を
当
日
中
に
処
理
す
る
こ
と
で
顧
客
サ
ー
ビ
ス
を
向
上

既
に
、
一
部
の
百
貨
店
と
の
間
で
、
Q
R
（
ク
イ
ッ
ク
･レ

ス
ポ
ン
ス
）
を
狙
っ
た
商
品
の
自
動
補
充
シ
ス
テ
ム
を
導

入
中
。
ス
ム
ー
ズ
な
返
品
処
理
と
売
れ
筋
商
品
の
迅
速
な

補
充
に
よ
り
、
大
幅
に
在
庫
削
減
。
�

全
世
界
で
部
品
在
庫
の
情
報
を
共
有
し
て
、
互
い
に
融
通

し
合
う
ほ
か
、
最
適
な
生
産
計
画
の
立
案
に
よ
り
１
カ
月

か
か
っ
た
顧
客
企
業
へ
の
納
期
を
平
均
２
週
間
に
短
縮
。
�

電
子
部
品
計
測
器
事
業
部
で
ピ
ー
プ
ル
ソ
フ
ト
の
サ
プ
ラ

イ
チ
ェ
ー
ン
管
理
ソ
フ
ト
を
導
入
。
32
事
業
部
で
生
産
や

在
庫
の
状
況
、
部
品
メ
ー
カ
ー
の
発
注
情
報
を
共
有
し
、

生
産
計
画
や
需
要
予
測
に
つ
な
げ
る
。
�

配
送
セ
ン
タ
ー
に
お
け
る
在
庫
と
各
店
舗
へ
の
配
送
コ
ス

ト
を
そ
れ
ぞ
れ
20
％
削
減
。
店
舗
へ
の
納
品
率
は
ほ
ぼ
10
0

％
を
達
成
。
�

日
清
食
品
や
味
の
素
ゼ
ネ
ラ
ル
フ
ー
ズ
な
ど
加
工
食
品
メ
ー

カ
ー
10
社
と
の
間
で
、
日
本
IB
M
の
連
続
自
動
補
充
シ
ス

テ
ム
を
採
用
。
在
庫
調
整
と
配
送
コ
ス
ト
の
削
減
、
納
品

率
の
向
上
を
狙
う
。
�

全
世
界
の
物
流
情
報
を
リ
ア
ル
タ
イ
ム
で
共
有
。
販
売
現

地
法
人
で
船
積
情
報
を
集
計
・
分
析
し
、
本
社
で
の
経
理

処
理
の
迅
速
化
を
実
現
す
る
。
�

海
外
生
産
工
場
、
販
売
現
地
法
人
、
物
流
業
者
と
の
間
で

船
積
情
報
を
共
有
。
20
00
年
ま
で
に
は
生
産
、
販
売
、
在

庫
情
報
な
ど
も
共
有
し
、
適
切
な
生
産
、
販
売
活
動
に
つ

な
げ
る
こ
と
を
目
指
す
。
�

百
貨
店
へ
の
補
充
確
認
作
業
を
簡
素
化
。
東
レ
な
ど
一
部

の
材
料
メ
ー
カ
ー
と
は
E
D
Iで
受
発
注
の
手
間
を
削
減
。
�

約
40
0店
の
取
引
先
百
貨
店
と
の
間
で
ワ
コ
ー
ル
主
導
の
在

庫
管
理
を
実
現
。
店
頭
で
売
れ
た
商
品
を
順
次
追
加
納
品

す
る
仕
組
を
つ
く
る
。
下
着
の
原
材
料
メ
ー
カ
ー
と
は
受

発
注
と
出
荷
の
情
報
を
共
有
。
�

部
品
供
給
会
社
の
品
質
情
報
な
ど
も
イ
ン
ト
ラ
ネ
ッ
ト
で

共
有
。
販
売
会
社
か
ら
注
文
を
受
け
て
納
入
す
る
ま
で
の

期
間
を
現
在
の
約
３
カ
月
か
ら
30
日
に
短
縮
。
�

外
注
へ
の
発
注
時
点
で
は
な
く
外
注
先
が
生
産
に
着
手
し

た
時
点
で
、
シ
チ
ズ
ン
時
計
の
生
産
計
画
に
反
映
さ
せ
る

方
式
に
改
め
、
外
注
の
生
産
進
捗
ま
で
一
元
管
理
。
�

販
売
見
通
し
と
生
産
計
画
を
突
き
合
わ
せ
る
需
給
調
整
業

務
を
一
元
化
し
、
従
来
の
1
/
3
の
９
日
間
に
短
縮
。
さ
ら

に
、
一
旦
決
め
た
需
給
調
整
結
果
を
随
時
変
更
で
き
る
よ

う
に
し
、
急
な
受
注
に
も
対
応
。
�

半
導
体
事
業
部
に
て
、9
6年
か
ら「
W
o
rl
d
 W
id
e 
S
ea
m
le
ss
�

(W
W
S
)9
6」
と
名
付
け
た
販
売
と
製
造
の
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー

ン
構
築
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
取
り
組
ん
で
き
た
。
的
確
な
納

期
回
答
に
よ
る
顧
客
満
足
度
の
向
上
や
コ
ス
ト
削
減
が
狙

い
で
あ
る
。
i2
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
の
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
管

理
ソ
フ
ト
を
導
入
。
�

完
成
品
在
庫
を
ほ
ぼ
ゼ
ロ
に
し
、
受
注
か
ら
納
入
に
要
す

る
時
間
も
従
来
は
平
均
１
カ
月
か
か
っ
て
い
た
が
、
最
短

で
５
日
に
短
縮
す
る
こ
と
に
成
功
。（
生
産
リ
ー
ド
タ
イ
ム

３
日
、
配
送
２
日
）
�

P
C
事
業
部
に
て
、
96
年
８
月
に
生
産
管
理
プ
ロ
セ
ス
と
情

報
シ
ス
テ
ム
を
改
革
す
る
「
S
u
p
er
 P
ro
je
ct
1
」
に
着
手
。

狙
い
は
、
完
成
品
在
庫
の
削
減
や
受
注
か
ら
納
品
ま
で
の
リ
ー

ド
タ
イ
ム
の
短
縮
、
納
期
厳
守
。
従
来
、
月
次
で
あ
っ
た

販
売
や
出
荷
計
画
の
サ
イ
ク
ル
を
週
次
に
変
更
。
ま
た
、

見
込
生
産
か
ら
製
品
在
庫
を
持
た
な
い
受
注
生
産
に
転
換
。

自
社
開
発
の
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
管
理
ソ
フ
ト
を
使
用
。
�

２
カ
月
か
か
っ
て
い
た
処
理
を
10
数
日
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短
縮
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�
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ド
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生
産
計
画
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。
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ェ
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理
ソ
フ
ト
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。
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…
…
…
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縮
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を生じ、サプライチェーンの効率が低下する

のである。

日本マクドナルドやデルコンピュータのモ

デルのように、実需情報とマーケティングプ

ラン等の情報をサプライチェーン全体で共有

し、生産・供給体制を最適化することによっ

て、在庫リスク低減とリードタイム短縮等を

可能とし、価格競争力の向上と顧客満足度の

向上の両立を図ることができる。

このモデルを実現していくためには、自社

のサプライチェーンを強化したうえで、拡張

サプライチェーン構築に強力にコミットメン

トできるパートナーを選択し、販売・流通・

生産体制を再構築することが肝要である。留

意点として、イニシアティブをとる企業は自

社の論理・利益だけではなく、パートナーと

のWIN－WINストラテジー（共にメリット

のある関係）に則ったビジネスモデルを提示

しなければならない。

④SCM全体を設計するに有用なTOCの概念

SCMを理論づける重要な考え方として制

約条件理論（Theory Of Constraints：以

下TOC）が最近､国内でも紹介されつつある。

TOCは企業やサプライチェーンをひとつ

のシステム（仕組み）としてとらえ、そこに

存在する制約条件に着目し、スケジューリン

グ、思考プロセス、プロジェクト管理、スル

ープット会計の４つの切り口からアプローチ

するマネジメント・サイエンスであると定義

されている。本稿では、この４つのアプロー

チに関する詳述は避けるが、TOCは一般的

な反応としてスケジューリングとスループッ

ト会計に着目した生産管理システム再構築あ

るいは物流管理システム再構築の手法である

と認識されている。

一連のサプライチェーンは均質な強度で構

成されているわけではない。需要変動等に対

してそれぞれポイントでの対ストレス性が存

在し、これらの強度が異なっていることは事

実である。その対ストレス性の最も弱い部分

が「制約条件」として定義される。サプライ

チェーンの効率は、そのなかを通過して出て

いくアウトプットによって決定されるが、そ

のアウトプットの量や質を規定するものが制

約条件なのである。TOCの考え方はその制

約条件を最大限に活用することによってサプ

ライチェーン全体の効率を高めていこうとい

う考え方である

制約条件は自企業内に存在する場合と全く

コントロールが及ばない外部に存在する場合

とがある。

外部に存在する制約条件とは、市場自体が

縮小してしまった場合のように、自社の努力

だけではコントロール不可能なものである。

供給能力が需要を超えている場合において、

制約条件は外部に存在する。

供給能力が需要を下回っている場合、もし

くは、一時的に供給能力が対応できない場合、

外部に存在した制約条件が社内にシフトして

くるのである。自社内の制約条件は、例えば、
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販売部門における需要予測管理、物流部門に

おける物流・在庫管理プロセスや生産部門に

おける生産計画・管理プロセス・製造工程等

に存在する。サプライチェーンの効率を高め

るためには、これらの制約条件を特定したう

えで最大限に活用していく必要がある。

一方で、企業内の制約条件としては、上記

の物理的制約条件とは別に、経営上の意思決

定やマネジメントシステムから派生するもの

がある。戦略、組織、管理会計や業績評価制

度を含むマネジメントシステム、マネジメン

トスタイル・企業文化および情報システムが

ビジネスプロセスやサプライチェーンを規定

あるいは制約しているのである（図表５）。

あるアメリカのAPICS（アメリカ生産在

庫管理協会）認定TOCコンサルタントは、

「実際の経験から、制約条件となっているも

のを特定し除去していく際には、物理的な制

約条件は１%に過ぎず、残りの99%は経営的

な制約条件である」と述べている。

⑤経営システムの改革の必要性

確かに、プロジェクト遂行上の経験から、

物理的な現場改善や指標の再設定だけでは、

サプライチェーンの効率を向上させることは

できない。例えば、在庫の増加は製造と販売

のミスマッチが原因である。生産部門の業績

評価指標を生産高と生産効率に置いたまま在

庫の責任を明確にせず、目標在庫水準を設定

し管理したとしても、工場側に在庫削減のイ

ンセンティブは働かない。実務担当者は、デ

カップリングポイントを工程内に置き、中間

部品もしくは半製品でコントロールした方が

（図表５）サプライチェーンを規定・制約する要素�

経営戦略�
（事業戦略）�

業績�

顧　客�

ビジネス・プラットホーム�

�

（資料）日本総合研究所作成�

組織�

情報基盤�

サプライヤー�

マネジメ
ント・シ
ステム�

企業文化�
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棚卸し資産（原材料、半製品、完成品）全体

の削減とリードタイム短縮に効果的だと認識

していても、従来のままの業績評価指標（完

成高）であれば、行動には結びつかないこと

は明白である。

つまり、物理的な制約条件を最大限に活用

しサプライチェーンの効率を向上させていく

ためには、そこに影響を与える物理的な制約

以外の経営的な要素の変革が必要である。物

理的な制約条件と異なり、この経営的な制約

条件は経営上の意思決定によって解消する以

外に方法はない。前述のTOCコンセプトの

ひとつである「思考プロセス」は、この経営

的な制約条件を特定し解消していくための考

え方である。

第２段階の拡張サプライチェーンや第３段

階のグローバルサプライチェーンに発展して

いくにしたがって、経営上の制約を解消する

ことはより困難になるが、パートナーととも

に当初設定したサプライチェーンの目的を相

互に再確認したうえで、共に変革していく以

外道はない。SCMは、経営上の制約条件を

変革によって解消し、管理可能な物理的制約

条件にシフトさせることが一番のポイントで

ある。まさにマネジメント（経営トップ層）

から現場の第一線の従業員までの全メンバー

の意識改革が必要な経営改革といえる。

(4) SCM実現に不可欠な情報システム再構築

現在の情報システムはその技術の急激な技

術革新（ハードウェアの能力向上、低廉化な

らびにオープン化）によってその適用範囲の

拡大とともに、実用性が急速に高まっている。

例えば、従来では実用化が難しかった大容量

データ処理が、HDD（固定ディスク装置）

の低廉化、CPU（中央演算処理装置）の処

理速度向上、メモリー管理技術の向上、デー

タベースソフトウェアの機能向上等によって

実現可能となった。また、複雑なアルゴリズ

ム処理によるシミュレーションも業務運営上、

適用可能なレベルになってきている。

サプライチェーン上の制約条件が特定され、

その最大活用の仕組みが論理的に構築できた

としても、様々な条件を同時に勘案し最適解

をシミュレーションしながら業務運営してい

くためには情報システムが必要不可欠である。

制約条件に基づくスケジューリングはサプラ

イチェーンの高度化のため人間がマニュアル

で行えるレベルを超越している。前述の技術

革新によって、戦略レベル（長期）のシミュ

レーションによる意思決定支援、中期（月次）

あるいは短期（週次・日次）の生産計画・販

売計画策定等の日常の業務運営における意思

決定支援まで実用可能となっている。

①需要変動上の制約条件のコントロール

拡張サプライチェーンを構築していく場合

には、既述の如く需要変動の増幅であるブル

ウィップ（増幅）効果が発生する可能性が高

いが、これを回避する手段として最新の情報

システムであるSCPを活用するのである。例
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えば、サプライチェーンの高度化に需要予測

が障害だったとしよう。販売部門における需

要・販売予測は経済環境、競合環境などの外

部要因が強く影響し、自社内での管理・統制

のみでは対処しようがない。この場合、外部

に存在する制約条件となり、このままでは自

社のコントロールを及ぼすことができない。

解決策の大きな方向性としては物理的リー

ドタイム短縮によるものと情報システムを活

用したものの２つがある。ひとつは、自社の

業務に需要予測が不要な仕組みを構築し、不

確実性による影響を受けにくい仕組みにすれ

ばよいのである。極端な例でいえば、生産体

制を革新しリードタイムをほぼゼロに近づけ

る、あるいは受注に基づく完全受注生産の仕

組みに切り替えられれば需要予測自体不要と

なるか、不要とならないまでも予測精度は高

まり不確実性は減少する。

もうひとつの方向性は、情報システムを活

用しながら、予測の不確実性を低減させるの

である。これは、前述のような情報技術革新

によるところが大きい。サプライチェーン・

パートナーの販売、在庫、生産、マーケティ

ング情報を統合・共有し、中間段階のブルウ

ィップ効果による影響を排除しつつ、予測の

精度を高めて不確実性を低減させるのである。

そのためには、自社およびパートナーが統合

管理可能な情報システムを構築するか、相互

に情報を交換できるプロトコルの定義とデー

タ交換そのものの仕組みが必要である。これ

も昨今のシステムのオープン化技術とデータ

の標準化推進によって実現している。

②外部情報の統合によるSCM

最近のERPパッケージやSCPパッケージ

では、サプライチェーン外部の一般情報まで

取り込むことも可能となってきた。例えば、

リサーチ会社が提供するPOSデータ（販売時

点情報）のみならずマーケットシェア情報や

経済指標などを取り込み、経営上の意思決定

の迅速化を支援する環境を整える企業も増え

ている。

こうした情報システム基盤整備によって、

ストックアウトの危険性を回避しつつ、川下

の最終ユーザー需要から川上の原材料供給業

者までのトータル在庫削減を可能としうる。

需要予測だけではなく、VMI（ベンダー・マ

ネジド・インベントリー：ベンダー主導型在

庫管理）による受発注業務の自動化、請求情

報の交換など業務プロセスの自動化もでき合

いのパッケージに内包される時代となったの

である。

３．ERPとSCPの有効性

多くの企業の情報システムは、全社最適の

視点から意思決定を支援するために必要な情

報を経営層に対して提供する機能がほとんど

ない。

サプライチェーン・ビジョンの実現基盤の

前提条件は、企業内の情報の一元管理を実現

することである。社内の一元的な情報管理と
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サプライチェーン・ビジョンを実現する情報

インフラとして、必要な機能を内包したERP

やSCPをシステム再構築の当初から有効活用

するのも一つの手段である。

(1) ERPの有効性

一般的な企業の既存情報システムでは、広

義のロジスティクス系情報と会計情報が分離

されており、生産の計画・管理部門や現業部

門が自らの活動の企業経営へのインパクトを

把握できないのが現状である。逆に、会計部

門が把握しているロジスティクス側の情報は、

せいぜい製品在庫や仕掛かりの金額情報程度

のものである。経営層の意思決定材料となる

ような情報を提供しきれないところに既存シ

ステムの限界がある。

こうした既存システムの欠点をカバーし、

企業あるいは企業グループ内情報を統合的に

一元管理し全体に最適な資源計画・管理なら

びに基幹系業務処理を支援するツールとして

SAP社のR/3に代表されるERP（Enter-

prise Resource Planning）ソフトウェアが

市場に受け入れられてきたのである。

「競争戦略」で有名なハーバード大学教授

であるMichael E. Porter は97年SAPのカン

ファレンスにおいて、「競争優位の構築に直

接関係のない部分は、標準的で優れたものを

採用し、それぞれの企業は差異化を戦略の柱

として注力すべきである」と述べ、情報シス

テムとして、業務処理のベストプラクティス

をモデリングし適用したERPソフトウェアの

採用を推奨していた。

(2) SCPの有効性

一方で、複数の拠点や企業間の最適な資源

計画に適用範囲をフォーカスしたManugis-

tics社のManugistics5やi2 Technology社

のRhythmに代表されるSCP（Supply

Chain Planning）ソフトウェアが単独の、

あるいはERPを補完するプロダクトとして普

及し、納入リードタイム短縮や在庫削減効果

を伴って市場に浸透し始めた（図表６）。

（図表６）ERPとSCP比較�

項目� ERPシステム� SCMシステム�

（資料）村松光男「COM・SCMスケジューリング研究部会」
1998年４月30日（同期ERP研究所）�
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(3) ディファクト・スタンダード化

ERPやSCPのソフトウェアが市場に浸透

するにつれ、OMG（オブジェクト・マネジ

メント・グループ：旧オープングループ：オ

ープン化技術の世界的標準団体）では、ERP

とSCPとの連携を意識した標準化を進めてい

ると伝えられており、既存のレガシーシステ

ム、ERPシステムおよびSCPシステムが混

在したシステムがデファクト化しつつある。

サプライチェーン・ビジョンに当初から

ERPやSCPの利用を織り込み、自社のシス

テム再構築をそのビジョンの下に行うことが、

「情報革命のフロンティア」への到達を短期

間で目指す企業の現実的な解となりうるので

ある。

４．経営支援システムとサプライチェーン支

援システムの開発動向

相互に適用業務分野の棲み分けを行って機

能補完戦略（CSP：コンプリメンタリ・ソフ

トウェア・プログラム戦略）を採ってきた

ERPとSCPが、最近徐々にその適用範囲を

拡大し始め相互の領域をカバーしようとして

きている。

(1) ERPの開発動向

ERPの代表的なベンダーであるSAP社が98

年9月14日からアメリカで開催したカンファ

レンスにおいて、Prof. Dr. Hasso Plattner

（CEO, SAP AG）は「単なるバックオフィ

ス用のアプリケーションではなく、オールア

プリケーション、つまりフロントオフィスア

プリケーションとしても使ってもらえるよう

になる必要がある。今後、エンドユーザー向

け製品（End-User Centric Products）を

開発していく」と述べ、ERPの開発の方向性

を示唆している。これは、従来のERPがどち

らかというと管理系の仕組みであったことを

認め、続けて「特に、計画およびシミュレー

ション系業務は実行系や実績データ収集とは

異なりインタラクティブ（相互作用的）でな

ければならない」とSCPの機能強化と使いや

すさの強化を明確に打ち出した。

さらに経営支援機能として、SAP社では、

従来の財務・管理会計（FI/CO）や販売管

理（SD）/在庫・購買管理（MM）/生産管理

（PP）などの基本モジュールによって構成さ

れる基幹システムと、ロジスティクス情報シ

ステム（LIS）や経営情報システム（EIS）

などの情報抽出ツールで構成される情報系シ

ステムとの統合について、ワン・データベー

ス（１DB）によるシステムの肥大化とオブ

ジェクト指向への対応のため、ALE（アプ

リケーション・リンク・イネーブリング）技

術による分散付加価値環境の開発を進めてい

る。その代表例が、LISデータと会計データ

の抽出ツールであるBW（ビジネス・インフ

ォメーション・ウェアハウス：実績データの

収集・分析機能）である。SCPとの統合では、

APO（アドバンスト・プランナー＆オプテ
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ィマイザー：サプライチェーンの最適化計画

機能）による分散シミュレーションツールを

リリースしつつある。

これらのツールは、ERPの特徴であるシス

テムの肥大化とそれによる感応率の低下をカ

バーするものとし期待されている（BWは既

に日本でも出荷済みであるがAPOはアメリ

カで98年12月に正式リリースの予定である）。

他の代表的なERPソフトウェアであるバー

ンジャパン社BAANⅣ、日本オラクル社オ

ラクルアプリケーション11の両者もサプライ

チェーン機能強化として、制約条件を加味し

た計画・シミュレーション機能を付加するこ

とを発表している。また、ピープルソフト社

もレッドペパーソフトウェアを買収しERPと

SCPの統合化を推進している。

上述の機能拡張に加え、産業分野別に最適

なビジネスプロセスならびにサプライチェー

ン構築を支援するため、産業分野別ソリュー

ション（IS）の提供に注力している。

(2) SCPの開発動向

一方、SCPソフトウェアは計画系の業務の

みならず実行系の業務を一部強化している。

例えばManugistics社の製品は、DRP

（Distribution Requirements Planning：

配送要求計画）に基づく配送システムの業務

処理（配車決定と処理機能）を実行できるよ

う機能強化している（図表７、８）。

またERPソフトウェアと同様、産業分野別

に最適なサプライチェーン構築を支援できる

ようテンプレート化を推進している。

(3) システム選定の基準

サプライチェーン・ビジョン実現の手段と

してSCP製品の採用を検討する際の留意点と

して、まず、自社の構築済み基幹システムと

のデータ連携がとれている製品を選択するこ

とはいうまでもない。次に、制約条件理論に

基づいた製品の場合でも、そのロジックを注

意深く評価する必要がある。

ERPソフトウェアが分散技術の適用に流れ

ている要因は、ERPが巨大なシステムの整合

（図表７）ERPソフトウェアとSCPソフトウェアの適用機能�

（資料）Manugistics資料� SCM�
ERPおよびSCM�
ERP
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性を図るために相当な開発期間とコストを要

することから派生している。実際のコスト回

収の手段として実装が容易なSCPアプリケー

ションを並行して導入あるいは先行して導入

することにより、システム開発のTCO（ト

ータル・コスト・オブ・オーナーシップ）を

削減しようという経営側の要請による。SCP

ソフトウェアの代表的なManugistics社の製

品群には、SAP Ｒ／３とプラグインで連動

した各種のモジュールが用意されており、デ

ータのインターフェイスを定義するだけで稼

動するといった迅速な展開を可能としている。

こうしたSCPソフトウェアのモジュール機

能は、需要シミュレーション、在庫シミュレ

ーションや制約条件による生産計画、輸送計

画等のモジュールがあり、シミュレーション

で実行した結果を購買発注などのERP機能へ

オンラインで連動させることができるなど、

OMGのERP/SCPの連携指向に合致したも

のとなっている。

SCPの能力的な点では、ERPとは別のデ

ータベースサーバーで構築されていることと

（図表８）代表的なSCPソフトウエア�

（資料）1998年８月31日　日経コンピュータより一部加筆のうえ作成�
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組立製造業�
�　�
プロセス系�
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マニュジス
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ジャパン�
�
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12テクノロ
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ャパン�
�　�
アイエム電
子�
�　�
パラゴン・
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システムプ
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�
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SAPジャパ
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フト・ジャ
パン�　�
バーン・ジ
ャパン�
�　�
IFSジャパ
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�
�　�
三井物産�
�
�
�　�
日本IBM

特　徴�　�
需要予測や在庫管理、供給計画、製造日程、物流�
計画などの機能がある。�
�
�
�　�
需要予測や生産計画、ライン計画、納期回答といっ
た機能がある。�
�
�　�
イベント計画などを反映させた需要予測や在庫管
理、補充計画や生産計画といった機能がある。�
　�　�
生産計画立案やラインのスケジュール、物流計画、
納期回答などの機能がある。ブラウザにも対応。�　�
需要予測や納期回答、生産計画や配送計画などの�
機能がある。�
�
�　�
R／３と連携しやすいが、他のソフトにも接続可
能。需要予測や生産計画、物流計画、納期回答な
どの機能がある。�　�
供給計画、工場の生産計画、納期回答などの機能
がある。�
People Softの実行系機能との連携が容易。�　�
需要予測、工場の生産計画・スケジュール、納期回
答、生産ラインからの実績収集などの機能がある。�
BAAN ⅣなどのERPパッケージとの連携が容易。�　�
供給計画、工場の生産計画などの機能がある。�
（需要予測や物流計画を98年に出荷予定。）�
IFS Applicationsの実行系機能との連携が容易。�
�　�
工場の生産計画・スケジューリング、納期回答な
どの機能がある。�
米サイミックス・システムズ社のERPパッケージ
であるSyteLineとの連携が容易。�　�
生産計画や調達能力、出荷計画、物流・配送計画、
納期回答といった機能がある。�

価　格�　�
約5000万円～�
�
�
�
�　�
平均構成で約�
１億円�
�
�　�
約3000万円～�
�
�　�
約5000万円～�
�　�
約2500万円～�
�　�
�
�
98年内に発売
予定�
�　�
約3000万円～�
�
�　�
未定�
�
�　�
約2300万円�
（生産、購買、在庫
モジュールの20
ユーザー構成）�　�
未定�
　�
�
�　�
エンジン部だけ
で約1300万円�
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ベンダー系�
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ベンダー系�

メーカー系�

ターゲット業種�
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独自のアルゴリズムを有しているなどの技術

的な優位性により、例えば、Manugistics社

の生産スケジューリングモジュールである

SUPPLY/Cの場合、百数十万品目の子部品、

数十万品目の親部品のMRP展開をWin-

dowsNTサーバー上で15分で完了させるな

事業戦略や設備投資の意思決定�

複数の拠点にまたがった供給計画�
生産・物流全体のサプライチェーンの計画�

複数工場の生産計画�

スケジューリング�

在庫・物流計画�

計画結果�

長期間�
広範囲�

短期間�
業務機能別�

計画結果�

計画結果�

（図表９）SCPの機能�

（資料）日経コンピュータ（1998.８. 31）より作成�

サプライチェーン管理ソフト（サプライチェーン・プランニング・ソフト）の機能モデル�

生産ラインの製造能力や資材・部品の供給能力、輸送能力など様々な制約条件を考慮しながら、生産計画を立案。�

販売動向を基にした
需要予測機能�

納期回答機能�
（ATP）�

製造日程や資材・部品
手配を計画する機能�

企業レベルで生産・�
在庫・物流計画を�
立案する機能�

生産系�販売系� 物流系�

需要�
予測�

納期�
回答�

（ATP）�

受注�
引合�
�

受注�
引合�
�

計画�
納期�

計画�
納期�

予測結果�

ALE

作り込み型�

ERP依存型�

効果早期収穫型�

（図表10）LEGACY／ERP／SCP連携のアーキテクチャと評価基準�

業務システム�

情報システム� 既存基幹系システム� 新基幹系システム� 情報分析系システム�

業務のPDCAサイクル�

シミュレーション・実行系システム�

旧（PLAN）・DOシステム� 新PLAN・DOシステム� 新CHECKシステム� 新ACTIONシステム�

代
替
シ
ス
テ
ム
ア
ー
キ
テ
ク
チ
ャ�

既存ホスト�
システム�

既存ホスト�
システム�

既存ホスト�
システム�

R／３・オラクル等�
基幹系システム�

R／３基幹系�
システム�

BO等DWH

R／３・オラクル等�
基幹系システム�

R／３・オラクル等�
情報系LIS・EISシステム�

PCソフト等利用�
人間系分析依存＋既
存システムで実行�

APO等�
シミュレーション
・実行ツール�

マニュジスティク
ス・i2等分析＋シ
ミュレーション・
実行SCPツール�

R／３�

（資料）日本総合研究所作成�

プラグインあるいはリンクにより�
シミュレーション結果を双方向連携�

BW等情報
抽出ツール�
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ど、相当なパフォーマンスが報告されている。

レガシー/ERP/SCPの連携を考慮する場

合、企業としての経営・業務サイクル

（PLAN・DO・CHECK・ACTION）での

利用方法・利用形態・使いやすさや今後の拡

張性・融通性等を比較検証し、企業の将来シ

ステムビジョンとの整合性、コストパフォー

マンス等を評価する必要がある（図９、10）。

５．おわりに

日本企業がサプライチェーン革新と自律的

マネジメントへの脱却を達成するには、多く

の困難が待ち受けている。しかし、サプライ

チェーン・コンソーシアムによるパートナー

とのビジョン設定と自己システム改革を同時

並行的に進めることで、企業単独による部分

最適化のリスクを軽減するとともに、短期間

でのサプライチェーン全体の改革が達成され

うる可能性は大きい。そうした企業の努力を

支援する情報技術も急速に進歩している。

サプライチェーン革新の目的は、顧客への

付加価値向上であり、情報システム革新の目

的は、経営者やサプライチェーン管理者の意

思決定とその後のアクションの迅速化を支援

することである。いくら有用な技術が利用可

能であっても、こうした革新の目的の手段と

して有効に活用されなければ、何の意味もな

い。

ERPやSCPなどの情報ツールはあくまで

手段である。手段を目的化しないマネジメン

トに注意すれば、情報革命の嵐を乗り越えた

強い日本企業が再生されるのである。

（E-mail：tabeta@ird.jri.co. jp,

hisamich@ird.jri.co.jp)

（98．10．23）
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